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※原則、
既存事業の中から選定

今期中期計画の

重点事業

４　重点事業
　　　�＊＊�「取組みの方向性」をふまえ、この3か年で重点的に取り組む事業＊＊

○�　「取組みの方向性」をふまえ、この3か年で特に重点的に取り組む事業を『令和4～6 （2022
～2024）年度　東社協中期計画』の「重点事業」と定めました。15の「重点事業」は、令和
4～6 （2022～2024）年度の3年間にわたり、企画調整会議および総合企画委員会※を中心に、
進行管理、評価していきます。
　※�総合企画委員会：�東社協の規程に基づき、会長の諮問機関として重要事項の調査研究を行う委員会の一

つ。中期計画に基づき、政策提言、広報啓発、連絡調整、調査研究等の基本的機能を
総合的に発揮する目的で設置（委員長：ルーテル学院大学　教授　市川一宏氏）。

○�　今回の中期計画では、前期計画において重視してきた重点目標や取組みの内容を基本的に継続
することを前提に検討をすすめました。これに、国および東京都の施策や東社協内外の関連の計
画・事業等の動向（第1章参照）、現状の課題認識もふまえ、特に「取組みの方向性」に合致し
ており、3年後の到達目標を具体的に定められる事業を「重点事業」としました。「重点事業」は、
原則、これまで取り組んできた事業（既存事業）の中から選定することとしましたが、「取組み
の方向性」にそって、新たな取組みが必要な場合には、新規事業も計画し、選定しています。

○�　なお、中期計画上の「重点事業」に選定しなかった事業の中にも、東社協として重要と考える
事業は数多くあります。前期計画では、全事業で重点事業の達成をめざしてきましたが、今期計
画では、「重点事業」以外の事業については、「めざすべき地域社会の姿（東社協がめざすビジョ
ン）」「東社協の5つの基本的役割」をふまえ、各年度の事業計画や、事業に応じた期間ごとの計
画に沿って着実に取組みをすすめます。

○�　また、重点事業および各事業の実施に当たっては、複数の事業や部室間の協働により、目標達
成や取組みの方向性の実現をめざすことを、より一層意識的にすすめます。加えて、東社協内外
のネットワークを活かし、また必要に応じて新たなネットワークをつくることを大切にしながら
事業を推進します。
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